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【ポイント】 

・自主的負担金条例については、受益者の規定、負担金の額を定める規定に課題がある。 

・判例を踏まえると、受益者の規定、負担金額を定める規定については、地方公共団体の裁量に遊

惰ねられている部分もあるが、一定の具体的な規定が訴訟リスクを避けるためには必要である。 

・受益者及び負担金額を条例上明確に定義できないことが実務上、想定されるが、その場合には、

市町村長が具体的にこれらの内容を定める際の手続き規定を充実する方向がありえる。 

1．はじめに 

先月のリサーチ・メモにおいて、市町村が財源確保のために受益者の範囲や額の算定が困難な対象につ

いても、負担金条例を制定しており、その実態及び条例の制定内容について紹介してきた。 

本稿では、その実態等を踏まえて、いくつかの法的論点について論じる。 

 

2．対象となる条例 

 先月のリサーチ・メモで分析対象とした条例と同じである。 

 念のため、再度記述すると以下のとおりである。 

 

 地方公共団体の分担金、負担金の徴収根拠となっている条例のうち、 

a)受益者負担金に分類され（逆に言うと、宅地開発などに伴い行政に負担をかけたので負担金をとるとい

う類型と利用料金の類型を除き） 

b)上下水道など接続することによって受益が確定する類型を除き 

c)土地改良事業、森林整備事業など受益者が補助金で土地改良区、森林組合と特定されている類型を除い

て 

 条例を総数で172本抽出している。以下、この負担金条例を「自主的負担金条例」という。 

 

 なお、先月のリサーチ・メモで分析したとおり、自主的負担金条例は、国からの特段の指導なく、ボト

ムアップ型で制定されている可能性が高く、逆にいえば、訴訟を起こされた場合に敗訴するなどのリスク

を抱えている可能性が高い。このためにも、実際の運用実態に対する法的論点の分析や是正のためのガイ

ドラインの作成が重要と考える。 

 

3．自主的負担金条例の条例上の規定ぶり 

（1）条例上の規定ぶりからの課題 

 自主的負担金条例では、賦課する対象となる受益者を定める規定及び負担額を定める規定が本来必要

となる。しかし、先月リサーチ・メモで分析したとおり、受益者の規定、負担金額の規定とも、不明確な

条例が存在する。 

 本稿では、2の対象となる自主的負担金条例を対象にして、図1では、受益者を定める規定、図2では負
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担金額を定める規定の分析しており、それぞれに赤枠で囲った数字の部分が双方とも具体的な規定が一

切存在しない条例である。 

 さらに、碓井光明「分担金条例の運用実態の検討-主として分担金条例主義の観点から-」横浜法学第30

巻2号（2021）137頁-167頁が指摘しているとおり、負担を受ける者による申請や協議などがあれば、条例

上の規定が漠然としていても許容される可能性もあることから、条例で位置付けられている手続を分析

したものが図3である。このうち、一切の手続きが存在しない条例を赤枠で示している。 

なお、図1から3の実態をみると、受益者の対象を規定することが実態として困難な可能性が高く、それ

に対して金額については、少なくとも、賦課する総額は条例上に位置付けている（例えば、整備する施設

の事業費の〇〇％など）の措置は比較的多く規定されていることがわかる。一方で、申請・要望、協議、

協定・覚書などの負担を受ける者の事実上の同意を確認する手続きは条例上確認できるものの、事前に、

賦課内容などを公告して意見を求めるなどの手続きについては、極めてまれな事例となっている。 

 

（図 1）受益者を特定する規定からみた条例分析 

（備考）先月リサーチ・メモの分析から、数字を精査している。また、利用者負担のカテゴリーを追加している。 

 

（図 2）負担金額を特定する規定からみた条例分析 

（備考）算定根拠と総額の双方を明示している条例が存在するため、合計は総条例数より大きくなっている。 
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（図 3）手続規定からみた条例分析 

 

（2）特に課題がある条例実態 

 図 1の受益者を特定する規定、図 2の負担金額を特定する規定、図 3の手続き規定をクロス集計した

結果、全てについて具体的な規定が存在しない条例が表 1A列のとおり、14本存在する。 

 以上の実態からすると、現状での自主的負担金条例に規定ぶりには相当の課題があると言わざるを得

ない。 

（表 1）受益者、負担金額等の規定が不十分な条例のクロス集計 

 

4．受益者等を特定する規定に関する法的論点 

（1）条例から規則その他の市町村長の行為に委任する場合の考え方 

 一般的に「下位法令（今回の場合には、条例に定めずに規則や市町村長が定めるとすること）に委任

する規定を上位法令（今回は条例）に設ける場合には、上位法令上に委任内容を限定するための一定の

規定が必要である」というのが、一般的な法学上の考え方である1。 

 

（2）最高裁判決から見た租税以外の公租公課に対する考え方 

国民保険料を論点にした平成 18年 3月 1日最高裁大法廷判決で、租税以外の公課についても、憲法

第 84条の趣旨が及ぶとする。趣旨が及ぶとした上で、どの程度の規定が必要かについては、議論はあ

るものの、なんらかの具体的な規定を求めていると考えられる。 
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（3）関係法令からみた、自主的負担金条例に求められる規定内容 

第一に、関係する法律上の規定として、地方公共団体が条例で地方税を課す場合がある。この場合に

は、地方税法第 3条に基づき、「課税客体」「課税標準」「税率」を必須の内容として条例に定めること

を求めている。 

（地方税の賦課徴収に関する規定の形式） 

第三条 地方団体は、その地方税の税目、課税客体、課税標準、税率その他賦課徴収について定をす

るには、当該地方団体の条例によらなければならない。 

２ 地方団体の長は、前項の条例の実施のための手続その他その施行について必要な事項を規則で定

めることができる。 

 

 第二に、地方自治法第 224条及び 228条の分担金に関する規定には、条例の内容については規定が

存在しない2ものの、都市計画法第 75条に基づく受益者負担金制度については、以下のとおり、「受益者

の範囲」と「徴収方法」については条例で定めることを求めている。 

第七十五条 国、都道府県又は市町村は、都市計画事業によつて著しく利益を受ける者があるとき

は、その利益を受ける限度において、当該事業に要する費用の一部を当該利益を受ける者に負担させ

ることができる。 

２ 前項の場合において、その負担金の徴収を受ける者の範囲及び徴収方法については、国が負担さ

せるものにあつては政令で、都道府県又は市町村が負担させるものにあつては当該都道府県又は市町

村の条例で定める。 

 

以上の関係法令を踏まえると、少なくとも、受益者の範囲、負担金額については、内容を一定程度、

明確化する、何らかの規定が条例上必要と考えられる。 

 

（4）既存の条例上の規定と法的論点 

図 1に示したとおり、既存の条例において受益者を規定する方法として、明確に対象者を明示した

「特定の所有者」「開発事業者」「利用者」の他に、「間口」「自治会・行政区」の 2つの規定方法があ

る。この 2つの定め方について、論点整理を行う。 

 

a)「間口」即ち、道路などの沿道の地権者や居住者を対象とするもの 
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道路などの沿道は最も道路改修などのメリットを受ける主体であることは明確だが、それ以外にも当

然メリットをうける地権者、住民はいるはずである。よって、このタイプは、図 4のイメージである。 

 

（図 4）道路などの沿道の地権者等を対象とする場合のイメージ 

（備考）横軸が道路からの距離ごとの地権者、青の斜め線は観念的な受益の程度、赤四角は負担金徴収額を意味する。 

 

b)対象となる施設が立地する自治会、部落などの地区又はその代表者を対象とするもの 

 

自治会や部落などの地区を対象にする場合には、当該施設を利用しない居住者等が存在することがあ

りえるが、潜在的な利用可能性があるので、受益の範囲内と整理できる。可能性がある。よって、この

タイプは、図 5のイメージである。 

 

（図5）自治会などの地区を対象とする場合のイメージ 

（備考）横軸が施設利用頻度の高い方から低い方へ順番にならべたもの、青の斜め線は観念的な受益の程度、赤四角は

負担金徴収額を意味する。 

 

一方で、仮に受益と負担金の額が厳密に比例しているケースは、図6のイメージとなる。 

 

（図 6）受益をうけている建物所有者等を対象とする場合のイメージ図 

（備考）横軸がインフラや施設整備の受益の程度の順（施設などの近さが多いはず）、青の斜め線は観念的な受益の程

度、赤四角は負担金徴収額を意味する。 

 

以上の概念整理をした上で、図 4及び図 5の受益者及び負担金額の設定は、法制上許容されるかどう

かを、以下に論じる。 
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 第一に、図 5に示される、実際には利用していないが、潜在的利用可能性のある者を受益者として負

担金を課すことについてである。 

 

この点は、以下に抽出した判例3によれば、潜在的な利用可能性がある者に対する負担金賦課を妥当と

判断しており、これらの判決からみて、法制上の問題点はないと考える。 

 

 

第二に、図 4のように、道路などに面している地権者のみを受益者として負担金を課すことについて

である。 

 

図 4は、一番受益の大きな者に負担を求めているものの、二番目以降に受益のある者への負担を求め

ていないのは不公平であるという主張はありえる。 

 

この点については、以下の判例では、受益の限度以下であれば、具体的な金額設定は地方公共団体の

裁量に委ねられていると整理されている。よって、図 4の受益者及び負担金額の規定については、地方

自治法第 224条又は都市計画法第 75条の文言に従って、受益の限度以下であることから、これらの規

定に直接反するものではないことは確認できる。 

ただし、具体的に地方公共団体の合理的な裁量の範囲内として判断されるためには、追加的にどのよ

うな要件が必要かについては、なお検討が必要である。 
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ただし、地方自治法制定時の国会審議では、政府側は、「利害の厚薄に応じて負担の額も異なる」と

答弁したものもあり、ここからは、「受益の程度に応じて負担の程度も異なる必要がある」かのように

も読める。 

第 2回国会 参議院 治安及び地方制度委員会 第 4号 昭和 23 年 3月 25 日 

説明員（鈴木俊一君） 

それから第六番目の分擔金を徴收する條例は、特に公廳會を開かなければこれを設け又は改正してはいけ

ないということでありまして、分擔金は、例えば道路の分擔金、或いは都市計畫等の分擔金というような

場合には、やはり利害の厚薄に應じまして、それぞれ負擔を命ずる率も違つて來なければならんわけであ

りまして、それを決ますのは、租税にように一律に決めます場合等に比較いたしますと、いろいろとそこ

に利益關係の行爲が加わる場合が多いと認められるのでありまして、從つてその分擔金についての條例等
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を決めます場合には、やはり公廳會を開いた上でこれを決定すると、こういうことにいたしたのでありま

す。 

 

この、地方自治法制定時の鈴木俊一の答弁以降は、利益の程度に応じて負担の率も異なると答弁した

ものは存在せず、そこまでの要件を近年、総務省は求めていない。例えば、松本（2017）にも、受益の

程度に応じて負担率を変えるべきとの記述は存在しない。 

よって、現在は鈴木俊一答弁の内容は有効ではない可能性もあるが、注意が必要である。 

  

（5）負担金賦課のための手続き規定と法的論点 

受益者の範囲及び負担金額については、（1）から（4）に述べたとおり、条例上の規定の充実が必要

であるが、具体的に受益者及び具体的な負担金額の決定については、市町村長の手続きが必要となる。

なお、1963年地方自治法改正前には、議会の常任委員会又は特別委員会が公聴会を実施する手続きが規

定されていたものの、議会でこれらの手続きを実施することが困難であったため、実際には手続きを脱

法的に省略していたことが、国会議事録で確認できる4。よって、この地方議会で公聴会を実施する規定

は、検討の対象外とする。  

 

現在、条例上に特別の手続として、規定されているものとしては、図 3のとおり、負担を受ける者か

らの申請･要望、協議、協定など、負担する側の同意を前提とするものがある。この点については、碓

井（2021）159頁では、同意がある場合には「長の大幅な裁量を認める条例であっても、直ちに違法と

することはできない」と述べている。 

 

この点については、条例制定時には、同意がある場合であっても、新しく負担を受ける者、例えば、

転入者も想定すると、少なくとも、建築協定など第三者効のある協定制度にならって、 

a)事前の案の供覧 

b)意見書の提出 

c)事後の事務所等での縦覧 

の手続きが追加的に必要になると考える。 

 

さらに、具体的に負担者についての同意が前提とならない場合には、①で述べた、受益者の範囲、負

担額について、より明確に条例に定めることに加えて、手続としても、都市計画決定手続を参考にし

て、実際の負担額や負担者を確定する市町村長の手続に、案の公平性を担保するための専門家からなる

第三者審査機関を設けることが、1つの案として想定できる。 

 

5．まとめ 

先月のリサーチ・メモで把握した自主的負担金条例について、訴訟などになった場合にも、市町村側

が敗訴しないように、法的論点について、判例などを前提にして、一定の整理を行った。より、受益者

の定め方、負担金額の定め方についてのより具体的な分析は今後の課題とする。 
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（佐々木 晶二） 

1 例えば、以下の参議院法制局 HPの記述を参照。https://houseikyoku.sangiin.go.jp/column/column006.htm（最終閲

覧 2022年 2月 27日） 
2 松本英昭『逐条地方自治法第 9次改訂版』（学陽書房、2017）824頁では、第 224条の解釈として「徴収されるべき者の

範囲」「徴収される金額」は分担金条例に明らかにしておかなければならないとする。ただし、具体的な論拠は明らかに

していない。 
3 Westlaw判例データベースを用いて、「地方自治法第 224条」又は「都市計画法 75条」を引用した判決、さらに、「受益

の限度」又は「利益を受ける限度」という用語を使った判決を収集して分析した。以下の判例抽出でも同じ。 
4 第 43回国会衆議院地方行政委員会昭和 38年 5月 28日における松井委員と佐久間政府委員とのやりとり参照。 

                                                   


